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DIPN39（デジタル経済、eコマース、デジタル資産への課税）  
の改訂 

2020年3月27日、香港税務局（IRD）は、電子商取引及びデジタル資産への課税に関する
様々な重要な課題に対する取り組みとして、実務解釈指針第39号「デジタル経済、eコマース、デジ
タル資産の事業所得税」の改訂（改訂版DIPN39）を公表した。 

電子商取引とデジタル資産は税法の整備が進められている分野であり、香港政府もデジタル経済の
促進に努めていることから、この分野に関わる納税者が、課税の原則を理解することは重要である。
物理的拠点と取引の実行機能の相関性を確定することが難しいことにより、世界各国の政府が課
題に直面している。特に、利益の源泉に基づいて課税を行う国・地域にとって、利益の直接的源泉
が事業の中心的な拠点と大きく異なる場合、実務的な困難に直面することが考えられる。本改訂版
DIPNでは、IRDの見解に関する実務ガイダンスが提供されているが、BEPS2.0に係る世界的な
議論が終結するまでの一時的措置として扱われるべきである。 

概要 

改訂版DIPN39には、改訂前（2001年7月）のDIPN39からの重要な変更点が含まれている。
改訂版DIPN39で着目すべき重要事項は、主に以下の通りである。  

• IRDは、電子商取引の過程で作成・収集されるデータ（例：顧客の個人情報)、並びに直接
的・間接的ネットワーク効果を、eコマース事業における重要な価値創造として理解すべきである
との見解を明らかにし、eコマース事業における重要な価値創造とみなされるものを提示した。 

• IRDは、eコマースの課税に特化した条項が税務条例（IRO）に存在しないため、電子商取
引の税務上の取扱いはIRO第14条に従って決定される点も明確にした。 

• さらにIRDは、電子商取引における利益の源泉地（locality of profits）を判断する方法に
関する実務ガイダンスを公表した。電子的に提供された事業の内容ではなく、課税対象となり
得る利益を稼得する電子商取引に関連した中核事業、及び実際に事業が行われた場所
（すなわち、源泉テストとしての中核事業地）に焦点を当てることが適切なアプローチであるとい
う見解をIRDが有していることが見受けられる。
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販売支援サービスの
提供 

 
• 香港の非居住者が香港にPE（恒久的施設）を保有しているか否かの判定について、IRDは、

eコマースについて、事業を行う一定の場所（コンピューターシステム又はサーバー）における活動
がeコマース事業全体にとって重要で不可欠な部分を形成している、あるいは当該活動が準備／
補助活動の域を超えているかどうかが、判断基準になるとの見解を示している。 

• IRDは改訂版DIPNのなかで、香港非居住者の利益を香港域内のPEへ帰属させる際は、適用
可能な場合、OECD承認アプローチ（AOA:Authorised OECD Approach）が採用される
と繰り返し述べている。当該アプローチを採用する際は、「（1）香港域内のPEが機能的分離企
業であるとの判断に基づいた当該PEへの資産及びリスクの帰属」及び「（2）仮定上の企業
（すなわちPE）の取引への独立企業原則の適用」に関する2段階の分析が必要となる。 

• 香港非居住者が香港に従属代理人PE（DAPE）を有すると判断される場合、従属代理人が
非居住者から独立企業間価格でサービス料を既に得ており、香港で課税されていると想定される
ため、増分利益をDAPEに帰属させるべきかどうかが論点となる。例として、この問題を以下の図
で解説する。 
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 香港非居住者が、オンラインプラットフォーム上で商品を直接顧客に販売するeコマース
事業を香港を含む様々な市場で展開している。 

 香港非居住者が、香港における販売支援（製品の宣伝・販売促進、香港域内の顧
客情報の収集、供給業者から輸送された商品の荷受け、商品の備蓄及び香港域内
の顧客への配達等）の提供のために香港の関連者と契約を締結している。 

 関連者が、香港非居住者による重要な訂正なしに契約を締結する主要な役割を習
慣的に担っている場合、当該非居住者は香港域内にDAPEを形成しているとみなされ
る。 

 
• IRDは、デジタル資産（デジタルトークン）への課税に係る関連コメントも公表している。IRDによ
ると、イニシャル・コイン・オファリング（ICO）による香港で得た利益は、特定の例外を除きIRO第
14条の一般原則に基づいて事業所得税が課される可能性がある。一方、長期投資の目的で
購入したデジタル資産の売却益（すなわち、資本資産の売却益）は事業所得税の課税対象と
はならない。さらに、IRDは、保有するデジタル資産が資本資産又は売買目的であるかを判断す
る際には、当該デジタル資産の取得時の意図を参照することが求められると明らかにした。 

• 改訂前のDIPN39には、eコマースへの課税については中立性の原則に従うべきであり、伝統的
な事業と同様の基準に基づく条例がeコマースに適用されるべきであるとの文言が含まれていたが、
この文言は改訂版DIPN39では削除されている。 

関連者         
（香港） 

 

非居住者         
（香港外） 

 コストプラス方式による
サービス料の収受 
 

DAPE 
 従属代理に名がが既に得たサービス

料に加えてDAPEに帰属させるべき
増分利益はあるか 
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KPMGの所見 

グローバリゼーションとデジタル化によって新たなビジネスモデルが台頭し、多国籍企業は、物理的拠点
を有していない国においても価値を創造し、利益を生み出すことが可能になった。しかし、こうした発展
が利益を生み出す方法や場所を変えた一方で、それに対応する国際税制がいまだに追いついていな
いのが現状である。 

eコマースの分野における劇的な変化と経済のデジタル化によって生じる税務上の課題に対する昨今
の世界規模の対応を考慮すると、IRDによるDIPN39の改訂が歓迎されるべきことに疑う余地はない。
しかし、DIPN39の改訂は納税者が実務上においてIRDのアプローチへの理解を深めるのに役立つ
一方で、利益の源泉に基づく課税アプローチをデジタル事業の実態にあてはめることは容易ではないと
考えられる。eコマースにおいて利益の源泉地と事業の拠点が必ず一致するとは限らないため、IRDが
設定した中核事業と価値創造ドライバーが利益の源泉を判断する適切な基準であるかについては確
証がない。 

IRDは、来年にBEPS2.0の提言及びデジタル経済に対する課税が最終化され次第、本アプローチを
見直すと宣言している。 

本アプローチの見直しを近いうちに実施すると宣言している点から、欧州をはじめとするその他の多くの政
府と異なり、IRDが一方的な措置の施行を検討していないことがうかがえる。また、香港政府が、世界
各国の同意に基づいた解決法が、経済のデジタル化がもたらす税務上の課題に取り組み、租税の確
実性を促進する最善策であるとの見方を支持していることが読み取れる。ただし、IRDが現時点で設
定している中核事業と価値創造ドライバーは、事業の発展及び支援に相当の焦点をあてたものであり、
そして、現在進行中のOECDの協議は、顧客の所在地により価値を帰属させる方向に向かうであろう
という点には留意が必要である。利益の源泉テスト及び価値創造は同一である必要はないものの、デ
ジタル経済における利益ドライバーの判断は、今後数年間にわたり絶えず変動的な領域になることが予
想される。 

DIPN39の改訂は、以前から強調していたeコマースにおける人的存在の考え方をさらに拡大することに
より、IRDが事業所得税の原則に幾分か修正を加えたことを示唆している。事業全体における移転価
格観点での価値創造の分析に関して、香港に拠点を置く中核事業の役割を考慮していることから、
IRDがより広範囲の視点を採用したことが読み取れる。そのため、IRDが事業所得税の原則（例：ソ
ース・ルール）を深く考慮せずに、香港で課税される利益を判断するために、実際に移転価格税の原
則をすぐに適用する可能性への懸念が高まっている。ソース・ルールと移転価格がどのように相互作用す
るか、IRDによってさらに明確にすることが期待される。 

IRDは、PEの増分利益がDAPEに帰属すると判断すべきタイミングや方法についても言及していない。
経済界からは従属代理人が既に非居住者である関連者から独立企業間価格のサービス料を受領し
ている場合、PEの増分利益は発生しないという期待が寄せられている。DAPEへの利益帰属に係る論
点についてはDIPN60を参照できるが、BEPS2.0の協議前であっても、PEへの利益帰属ルールを適用
した結果と企業間で醸成された独立企業原則を適用した場合の結果が異なる可能性があることを
IRDは把握していると考えられる。DAPEの税務上の状況については、DAPEが香港の非居住者の代
理で重要な人的機能を担っていない場合、（独立企業間の移転価格に追加した）PEの増分利益
は発生しない点のみがIRDに認可されると予想される。この場合、香港に潜在的なDAPEを有する非
居住者は、香港域内にPEが認定され課税対象となる潜在的な増分利益が発生するリスクを低減さ
せるため、従属代理人との現行の取り決めを再考することが推奨される。 

デジタル経済の分野で事業を行う納税者には、本テーマにおける地域・世界単位での議論の進展に
際して現在の税務ポジションの評価・見直しを図るうえで、専門家のサポートを受けることをお勧めする。
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